


	令和８年度
和歌山県 地域中核企業創出プログラム
応　募　申　請　書



	応募期限
	2026年6月30日（火）　17:00　E-Mail必着

	応募方法
	メール送付：ohbuchi@tanabeconsulting.co.jp
宛先：和歌山県地域中核企業創出プログラム運営事務局　担当：大渕
件名：「地域中核企業創出プログラム応募」

	主催
	和歌山県　企業振興課　（担当：竹内　辻本）

	提出事項
	「事前確認書」別紙
「応募申請書」本紙
１．基本情報
２．事業の競争優位性・独自性
３．成長ビジョン
４．経済的インパクト
５．社会的インパクト
６．現状の経営課題とDX・デジタル化への取り組み
７．本プログラムへの動機と推進体制
※任意の補足資料添付可



	※ 各設問の記入欄は必要に応じて行数・サイズを変更してください。
※ 任意の補足資料（企業パンフレット、取組事例等）を添付いただけます。その場合は、記入欄へ資料添付の旨をご記載ください。
※ 提出後３営業日以内に受領確認の返信がない場合は、事務局までご連絡ください。




	第１章　基本情報

	会社名
	　

	代表者名
	　

	本社所在地
	〒　

	主たる事業内容
	　
　

	業種（以下該当をチェック）

	
	☐総合工事業(06)
	☐業務用機械器具製造業(27)　
	☐建築材料、鉱物・金属材料等卸売業(53)

	☐職別工事業（設備工事業を除く）(07)
	☐電子部品・デバイス・電子回路製造業(28)
	☐機械器具卸売業(54)

	☐設備工事業(08)
	☐電気機械器具製造業(29)
	☐その他の卸売業(55) 


	☐食料品製造業(09)
	☐情報通信機械器具製造業(30)
	☐各種商品小売業(56)

	☐飲料・たばこ・飼料製造業(10)
	☐輸送用機械器具製造業(31)　
	☐織物・衣服・身の回り品小売業(57)   

	☐繊維工業(11)
	☐その他の製造業(32)
	☐飲食料品小売業(58)


	☐木材・木製品製造業（家具を除く）(12) 　
	☐通信業(37)
	☐機械器具小売業(59)

	☐家具・装備品製造業(13)
	☐放送業(38)  
	☐その他の小売業(60)

	☐パルプ・紙・紙加工品製造業(14)
	☐情報サービス業(39)
	☐無店舗小売業(61) 


	☐印刷・同関連業(15)
	☐インターネット附随サービス業(40)　　
	☐専門サービス業（他に分類されないもの）(72)

	☐化学工業(16)
	☐映像・音声・文字情報制作業(41)
	☐技術サービス業（他に分類されないもの）(74)

	☐石油製品・石炭製品製造業(17)
	☐鉄道業(42)
	☐宿泊業(75)

	☐プラスチック製品製造業（別掲を除く）(18)
	☐道路旅客運送業(43)　
	☐その他の生活関連サービス業(79)

	☐ゴム製品製造業(19)
	☐道路貨物運送業(44)
	☐医療業(83)

	☐なめし革・同製品・毛皮製造業(20)
	☐水運業(45)
	☐社会保険・社会福祉・介護事業(85)

	☐窯業・土石製品製造業(21)
	☐航空運輸業(46)
	☐廃棄物処理業(88)

	☐鉄鋼業(22)
	☐倉庫業(47)
	☐自動車整備業(89)

	☐非鉄金属製造業(23)
	☐運輸に附帯するサービス業(48)
	☐機械等修理業（別掲を除く）(90)

	☐金属製品製造業(24)
	☐各種商品卸売業(50)　
	☐その他のサービス業(95)

	☐はん用機械器具製造業(25)
	☐繊維・衣服等卸売業(51)
	※業種は日本標準産業分類中分類による

	☐生産用機械器具製造業(26)
	☐飲食料品卸売業(52)
	




	設立年月
	西暦　　　　年　　月　　日

	資本金
	　　　　　　　　　　　　円



	財務・組織データ（直近３期分）



※ 直近の決算期より遡って記入してください。

	項目
	直近期２年前
	直近期１年前
	直近期

	売上高（円）
	　　　　　　円
	　　　　　　円
	　　　　　　円

	営業利益（円）
	　　　　　　円
	　　　　　　円
	　　　　　　円

	従業員数
（正職員・人）
	　　　　　　人
	　　　　　　人
	　　　　　　人

	従業員数
（パート・人）
	人
	人
	人

	平均年収の概算（円）
※パート除く
	　　　　　　円
	　　　　　　円
	　　　　　　円



※平均年収（給与支給総額÷就業時間換算による従業員数）
・従業員数（パート・アルバイト等含む、役員は含めない）
　※従業員数は就業時間換算として、パート・アルバイト等の給与は、給与支給総額に含めつつ、人数側も勤務時間に
　　応じて0.5人や0.25人のように換算して計算してください。
・「給与支給総額」給料、賞与、各種手当（残業手当、休日出勤手当、職務手当、地域手当、家族（扶養）手当、住宅
　手当）等、給与所得として課税対象となる経費

	第２章　事業の競争優位性・独自性

	＜記載時のポイント＞以下の観点などを参考に記載ください。
（１）自社の主力事業・市場ポジション
主要製品・サービス、主な顧客・販路、市場規模感、競合との違いを具体的にご記載ください。
（２）競争優位性・独自性の源泉
他社が模倣しにくい自社固有の強み（技術力・ブランド・顧客基盤・サプライチェーン等）と、それをどのように築いてきたかをご
記載ください。
（３）価格決定力について
主力製品・サービスの価格をどの程度自社でコントロールできていますか。その根拠もあわせてご記載ください。

	







	
第３章　成長ビジョン

	（１）2030年頃に目指す企業像（ビジョン）
定性（どんな会社でありたいか）・定量（売上・従業員数・拠点等）の両面でご記載ください。

	







	（２）100億宣言について

	該当するものに☑を入れてください。
　
☐　宣言済み（宣言時期：　　　　年　　月）
☐　本プログラム期間中に宣言予定（想定時期：　　　　年　　月頃）
☐　検討中（現在の売上高：　　　億円　／　100億到達の想定時期：　　　年頃）
☐　売上高がすでに100億円以上

	（３）今後の成長シナリオの概要
どのような事業領域・戦略・手段（M&A・新市場開拓・新製品開発・海外展開等）を通じて成長を実現しようとしていますか。現時点
の構想で構いません。すでに100億円達成している場合は次のステージ目標に対してご記載ください。

	







	（４）中期経営計画の有無

	☐　あり（　　年計画、現在　　年目）　　☐　なし
　
「あり」の場合、主要な数値目標や成長戦略の方向性をご記載ください（任意）








	第４章　経済的インパクト

	＜記載時のポイント＞以下の観点などを参考に記載ください。
（１）外貨獲得・県外取引について
現在の売上のうち和歌山県外からの売上比率はどの程度ですか。また今後3〜5年で県外・海外の売上をどのように伸ばしていく計画
ですか。
（２）雇用創出計画
今後3〜5年で和歌山県内における正職員雇用をどの程度増加させる見込みですか。また、どのような職種・スキルの人材を採用して
いく予定ですか。
（３）賃金水準の向上方針
従業員の賃金水準（平均年収）を今後どのように引き上げていく方針ですか。具体的な数値目標や取り組み方針があればご記載くだ
さい。
（４）地域サプライチェーンへの波及効果
自社の成長が、県内の仕入先・外注先・関連企業等にどのような正の影響をもたらすと考えますか。

	







	
第５章　社会的インパクト

	＜記載時のポイント＞以下の観点などを参考に記載ください。
（１）地域・社会課題への取り組み
現在、地域課題・環境課題・社会課題の解決に資する取り組みを行っていますか。具体的な内容とその成果・影響をご記載くださ
い。
（２）多様な働き方・人材活躍推進
女性・シニア・外国人材・障がい者等の多様な人材の活躍推進、柔軟な働き方制度の導入など、取り組み状況をご記載ください。
（３）和歌山県の魅力・産業活力向上への貢献イメージ
自社の成長が、和歌山県の地域ブランド・産業競争力・若者の定着等にどのように貢献しうると考えますか。

	







	
第６章　現状の経営課題とDX・デジタル化への取り組み

	６－１．経営上の主要課題

	（１）現在の経営上の主要課題（上位３つまで）
課題の内容・経営への影響・現在の対処状況をご記載ください。

	







	（２）上記課題を解決した際に実現したい姿
3〜5年後の具体的な事業・組織・財務面での変化をご記載ください。

	







	６－２．DX・デジタル化への取り組み

	（１）デジタル化・DXの現状
現在、社内の業務や経営管理においてどの程度デジタルツール・システムを活用していますか。主な活用領域と活用ツール・システ
ムをご記載ください。 （例：生産管理、在庫管理、販売・顧客管理、財務・経理、人事・勤怠、社内コミュニケーション等）

	







	（２）現在感じているデジタル・IT面での課題
システムの老朽化・データ活用の遅れ・IT人材不足・コスト・業務プロセスの非効率など、具体的にご記載ください。

	







	（３）今後取り組みたいDX・デジタル化の方向性
業務効率化・コスト削減にとどまらず、新たなビジネスモデルの創出・顧客価値向上・意思決定の高度化など、成長戦略との連動と
いう観点も含めてご記載ください。

	







	第７章　本プログラムへの動機と推進体制

	（１）本プログラムに応募した動機・目的
なぜ今このプログラムに応募しようと思いましたか。経営者ご自身の言葉でお書きください。

	







	（２）代表者・経営者のコミットメント
代表者（または経営層）が本プログラムの支援に直接関与できる体制・時間的余裕はありますか。具体的な関与方法（月何回程度の会
議参加等）もご記載ください。
（プログラム内容については、リーフレット、ＷＥＢサイト等をご確認ください）

	







	（３）社内プロジェクト推進体制（経営者含め３名以上）

	氏名
	役職
	所属
	担当業務
	プロジェクトでの役割

	　
	　代表取締役社長
	　―
	　経営全般
	　最終責任者

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　



	（４）本プロジェクトの事務局（連絡窓口）

	氏名
	　

	役職
	　

	メールアドレス
	　

	電話番号
	　




以上


